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らせていただきますし、それにつきましては直

接クーポン券にお名前も入れさせていただきま

す。そのほか、健康手帳も一緒に配布させてい

ただきますので、なぜ検診が必要なのか、ある

いはその検診によりましてどのような効果があ

るのか、あるいは検診をせずに発見がおくれま

すとどういう問題があるのかということも十分

にわかっていただけるように啓発をしながら、

受診を多くの方にしていただけるように取り組

んでいきたいというふうに考えております。 

○町田義昭議長 ５番、谷口栄子議員。 

○５番 谷口栄子議員 その際、どこででも受け

られるものになっていくのか、またやっぱり南

陽の、検診センターの方に行かなければいけな

いのか、この点はどうですか。 

○町田義昭議長 中井 晃健康課長。 

○中井 晃健康課長 今のところ国の方の意向と

いたしましては、全国どこでも受けられるよう

な体制をとるようにというふうな方向性が示さ

れております。ただ、実際の受診に当たりまし

て、県内の医師会との契約はこれまでも行って

きておりますので、そちらの方は県内の婦人科

系の医療機関でありますとすべて受けられると

いうふうに見込んでおりますが、県外の医療機

関につきましては、ちょっと契約を直接すると

いうのは難しいと考えておりますので、現在の

ところは一度検診費用を払っていただきまして、

それをもとにこちらの方で直接立てかえて払っ

ていただいた方に交付をするということを予定

しております。 

○町田義昭議長 ５番、谷口栄子議員。 

○５番 谷口栄子議員 ありがとうございます。 

 教育長にお伺いいたします。 

 前向きに検討していただいている小中学校へ

の取り組みですけれども、耐震化をしていない

とだめだとかっていう何か条件があるのかどう

か、この辺についてお伺いしたいと思います。 

○町田義昭議長 大滝昌利教育長。 

○大滝昌利教育長 お答えします。 

 耐震化になってないとやっぱりちょっとまず

いんじゃないかなというふうには思います。た

だ、長井市内まだ耐震化なってない学校がある

わけですので、そういう学校については耐震化

終了後になるか、または南北中などのような場

合には別な場所に設置するか、全小中学校に設

置するかどうかというこの検討も必要ですし、

申請して全部が太陽光発電が取りつけられると

いうわけでもありませんので、その辺の状況を

見ながら判断をしていきたいというふうに思い

ます。 

○町田義昭議長 ５番、谷口栄子議員。 

○５番 谷口栄子議員 以上で終わります。あり

がとうございます。 

 

 

 藤原民夫議員の質問 

 

 

○町田義昭議長 次に、順位８番、議席番号12番、

藤原民夫議員。 

  （12番藤原民夫議員登壇） 

○１２番 藤原民夫議員 私は、通告しておりま

す２点について、一般質問を行うものでありま

す。 

 初めに、アメリカのオバマ大統領がこの４月

５日、チェコスロバキアのプラハで行った核兵

器のない世界を目指すことを国家目標とすると

した演説が、世界じゅうに大きな話題を投げか

けるものとなっていることについて、内谷市長

の見解を求めるものであります。 

 オバマ大統領は演説の中で次のように述べた

と伝えられております。「核兵器を使用したこ

とのある唯―の核兵器保有国として、米国は行

動する道義的責任がある。我々はこの試みに単

独で成功することはできないが、それを導き、

始めることができる。それゆえ、きょう私は核
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のない平和で安全な世界を米国が追求していく

ことを明確に宣言する」。 

 これに対して日本共産党の志位委員長が、日

米関係のあり方についてはアメリカ政府と大き

な立場の違いはあるが、オバマ大統領のこの言

明は心から歓迎するとして、４月28日、オバマ

大統領に、核兵器廃絶の１点に絞って具体的な

行動を要請する書簡を送って、アメリカの臨時

代理大使に手渡したということであります。 

 これに対してアメリカは、前向きの変化を促

したということでありますが、その根本の力は

何でしょうか。それは平和を願う世界諸国民の

闘いの力だと、私は思うのであります。そして、

核兵器問題という、人類の死活がかかった大問

題の帰趨を決めるのも、この世界諸国民の闘い

ではないかと思うのであります。私は今こそ、

「世界で唯―の被爆国・日本で、核兵器の廃絶

を目指す国際交渉を開始せよ」、こういう声を

もっと大きく広げるべきときだと考えるもので

あります。 

 志位日本共産党委員長が書簡を送った後、５

月５日、ニューヨークの国連本部で開かれてい

た、核不拡散条約（ＮＰＴ）の会議にオバマ大

統領が異例のメッセージを寄せ、核兵器のない

世界という平和の安全の追求を訴え、米国はＮ

ＰＴの約束を果たすと言明したということであ

ります。 

 そして、５月16日には、アメリカから志位委

員長の書間に対する返書が届けられたというこ

とであります。大統領が、米国務次官補に指示

して、大統領にかわって書いたものということ

でありますが、その内容は次のようなものだと

いうことであります。 

 「親愛なる志位様。あなたの４月28日付の書

簡で、オバマ大統領のプラハでの演説について

の感想と、どうすれば私たちが最良の方法で核

兵器のない世界を実現できるかについての考え

を伝えていただきました。大統領は、その書簡

に感謝する返書を大統領にかわってしたためる

よう私に指示しました。この問題に対するあな

たの情熱をうれしく思うとともに、私たちはこ

の目標に向かって具体的な前進をつくり出すた

めに日本政府との協力を望んでおります。世界

の国々が、核不拡散条約の強化と核兵器の核分

裂性物質生産禁止条約交渉の速やかな開始、包

括的核実験禁止条約の発効を確約するならば、

私たちは認識を変え、核兵器のない世界に向け

て新たな機運をつくることができます。思慮に

富んだあなたの書簡に、重ねてお礼を申し上げ

ます。」 

 オバマ大統領からの書簡はこういう内容だと

いうことであります。 

 これについて志位委員長は、麻生首相に党首

会談を申し入れ、この間の米国政府とのやりと

りについて首相に報告するとともに、首相に対

して次のような要請を行ったということであり

ます。 

 「唯―の被爆国の政府として、核兵器廃絶を

正面の主題として国際交渉を開始するためのイ

ニシアチブを日本政府こそ果たしてほしい。そ

れを果たす道義的責任と、そして権利が日本に

はあるはずだ」。こうした提起に対して首相か

らは定かな答えはなかったということでありま

す。 

 日本には、戦争はしない、戦力は持たないと

うたった憲法第９条があります。市民が手づく

りで広げる九条の会も全国的な広がりを見せて

おり、戦争の悲惨さを体験された方や若者も最

近は顔を出しております。「60年間、戦争がな

かったという現在の憲法が果たした役割は大き

い。その実績に立った市民の判断だと思う」と

いう方もおられます。 

 今朝の新聞の第１面に大きく、原爆症認定集

団訴訟で原爆症として認定されずに長い間闘っ

てこられた９人の方々を原爆症と認めた東京高

等裁判所判決について、舛添厚生労働大臣が閣
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議後の記者会見で上告を断念すると表明した記

事が大きく躍っておりました。被爆から60年を

超えてもなお苦しみ続け、殺され続ける被爆者

の実相と、核兵器の恐ろしさを明らかにした判

決だと私は感動を持って記事を読み、核兵器の

ない平和な世界の実現に役立ちたいと思ったも

のであります。 

 市長にお尋ねいたします。 

 長井市が、市の宣言としてうたっている長井

市平和都市宣言、平成６年９月に議決されたも

のでありますが、宣言当時は市役所正面に大き

な立て看板の表示、さらに宣言文を書いた表示

板もその下に立てられていたものでありますが、

最近は看板も取り払われ、宣言文を書いた表示

板も削りとられ、無残な姿を市役所の正面にさ

らしております。まことに残念であります。し

かし、長井市平和都市宣言は、市制施行40周年

を機に、平和のとうとさを再認識するとともに、

地球上から核兵器と戦争がなくなることを願い、

本市は次のように宣言するとして、長井市平和

都市宣言がうたわれているのであります。内容

も誇り高いものであります。 

 そこで市長に２つの点についてお伺いをいた

します。 

 第１点は、平和を願う市民の総意をあらわす

平和都市宣言の看板をなぜ市民の目から取り払

ったのか。また、宣言文を表示した看板が長井

市民憲章の表示と一体となってつくられていた

と思うのですが、平和都市宣言文だけ消しとら

れているわけですが、なぜ消されたのかお伺い

をするものであります。 

 ２点目は、これまでの平和都市宣言を世界の

平和に関する動き、また人類の頭上に最初に核

兵器を使い、原爆症として今もなお苦しみ続け

ている核兵器、また最近の北朝鮮が行った無謀

な核兵器実験などによって、世界人類の緊急課

題となっている核兵器使用の手を縛るための非

核という表現を使った非核平和都市宣言として、

長井の空に新たによみがえらせることについて

どのようにお考えか、答弁を求めるものであり

ます。 

 次に、就学援助制度の状況と児童生徒、保護

者の生活実態などについて教育長並びに教育委

員会管理課長にお尋ねをいたします。 

 就学援助制度とは、就学に困難な児童及び生

徒に係る就学奨励についての国の援助に関する

法律（就学援助法）でありますが、これで定め

られた制度であるわけであります。この法律は、

教育の機会均等、義務教育は無償とした憲法や

教育基本法などに基づいてつくられたものであ

ります。 

 援助制度の主な対象は、学用品費とか修学旅

行費、体育実技用具費などで、補助対象は生活

保護基準以下の所得で生活している家庭（要保

護者）だけでなく、これに準ずる家庭（準要保

護者）であるわけですが、福祉との関係につい

て、管理課長にお尋ねをいたします。 

 適用基準は、１つ、現在、生活保護を受けて

いる世帯、２つ、前年度または今年度に生活保

護を停止または廃止された世帯、３つ、その他

経済的な理由によって、学用品の代金や給食費

の支払いに困っている家庭などということです

が、適用基準について管理課長にお尋ねをいた

します。 

 次に、数字的なことになりますが、管理課長

にお尋ねをいたします。１つは、就学援助受給

者数の推移について、小学校、中学校を合計し

た数字でそれぞれ直近の５年間、平成16年度か

ら20年度についてお尋ねをいたします。それぞ

れの年度についてお尋ねいたします。２番、次

に、年度別児童生徒総数に占める就学援助受給

児童生徒数の割合、援助率について同じく直近

の５年間、平成16年度から20年度についてお尋

ねをいたします。３番目、年度別就学援助認定

基準の推移について、これまた同じく平成16年

度から平成20年度までの５年間についてのそれ
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ぞれについて。そして最後に４番、準要保護費

の一般財源化による長井市への影響、就学援助

の対象から外される準要保護の対象者数、これ

についてお聞きをいたします。 

 教育長にお尋ねいたしますが、2005年度から

補助負担金の削減の一つとして、就学援助の準

要保護者に対する国庫補助負担金の削減と一般

財源化が図られました。これは義務教育に関す

る国の責任を放棄するものというわけでありま

すが、現在、どのようになっているのか、お尋

ねをいたします。 

 次に、義務教育は無償とした原則と教育の機

会均等を保障する国の責任を果たさせる努力を

強めることは、今ほど大切なときはないと考え

るものであります。国庫補助負担金から一般財

源化することによって、就学援助の対象者を狭

め、支給対象や支給額の引き下げにつながるお

それが具体的になっております。今、雇用が破

壊され、職業安定所に行きますと職を求める

方々が血眼になって安定所にあるパソコンに向

かって職の情報を得ようと必死の状況でありま

す。 

 教育長にお尋ねいたします。 

 こうしたもとでこそ、義務教育費無償の原則

と教育の機会均等を保障する国の責任を果たさ

せることが大切なのではないかと考えるもので

ありますが、教育長の見解をお聞きいたしまし

て、壇上からの私の一般質問を終わるものであ

ります。ご清聴ありがとうございました。（拍

手） 

○町田義昭議長 ここで昼食のため暫時休憩いた

します。再開は午後１時といたします。 

 

 

   午後 ０時００分 休憩 

   午後 １時００分 再開 

 

 

○町田義昭議長 休憩前に復し、午前に引き続き

会議を再開いたします。 

 市政一般に関する質問を続行いたします。 

 12番、藤原民夫議員。 

○１２番 藤原民夫議員 午前中の質問の中で、

私の発言が重大な事実誤認の発言がありました

ので、訂正をして関係の皆様方におわびを申し

上げたい。 

 その内容は、長井市平和都市宣言の立て看板

が現場からなくなっていると、取り払われてい

ると、そういうふうな表現で発言をいたしまし

たが、立派に立っているわけでありまして、私

の大変な誤認でありましたが、しかしその下に

あった宣言文の文章を書いた看板は、その文章

はそのままないというふうなことでありました

が、大きな看板はありましたので、間違いであ

りましたので、訂正をさせていただきたいと思

います。関係の皆さんにおわびを申し上げます。 

○町田義昭議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 藤原民夫議員のご質問にお答え

いたします。 

 議員の方からは、米国のオバマ大統領が４月

５日プラハで核兵器のない世界を国家目標にと

演説され、核戦争阻止の願いを今こそ現実にと

いうことで、長井市平和都市宣言を非核平和都

市宣言にということについてでございますが、

これについてお答え申し上げます。 

 オバマアメリカ大統領がプラハで行った演説

は、核廃絶に向けた具体的な方向性を示し、実

現には国際的な協力が必要であると訴えたとい

うことについて、まさに藤原議員がおっしゃっ

たように、世界で唯一核使用をしてしまった最

大の核大国であるアメリカ大統領からこのよう

な方向が示されたことは画期的なことであり、

すばらしい快挙だなというふうに私も思ってる

ところでございます。北朝鮮の核の脅威にさら

されている日本にとっては、改めて平和の意義

を見直す機会になったというふうに考えます。 
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 そこで、議員から提案された非核平和都市宣

言でございますが、平成６年９月20日に議会の

議決いただいた平和都市宣言でございますけど

も、平和のとうとさを再認識するとともに、地

球上から核兵器と戦争がなくなることを願い提

案され、宣言の内容に「地球から一日も早く核

兵器をなくし」という文言も入っているところ

でございます。真の恒久平和を願い制定された

宣言であるというふうに理解しておりますので、

現時点で題名を変えるという考えはございませ

ん。 

 なお、ただいま藤原議員の方から宣言文は撤

去されたというお話でございましたけども、こ

の平和都市宣言の塔っていいますか、立て看板

でございますけども、そこの平和都市宣言、こ

れ白い看板にブルーの文字で書いてあります。

そこに長井市平和都市宣言ということで、両面

に書いてございます。「緑豊かな美しい自然の

中で、うるおいのある健康で生き生きとした毎

日を送ることは、私たち市民の共通の願いです。

私たちは、世界唯一の被爆国であり平和憲法を

もつ国の国民として、地球から一日も早く核兵

器をなくし、戦争のない平和な世界が実現する

よう強く訴えます。長井市は、未来に向かって、

平和な社会を築いていくことを誓い、ここに平

和都市を宣言します。」という宣言文ございま

すけれども、これ以外に宣言文があったという

ことでしょうか。それはちゃんと宣言文はここ

の塔の中に、両面にきちんと記されております

ので、なおそこの部分についてはご確認いただ

きたいというふうに思います。 

 私の方からは以上でございます。 

（「もう１件訂正」の声あり） 

○町田義昭議長 12番、藤原民夫議員。 

○１２番 藤原民夫議員 先ほど、立て看板につ

いての誤認について訂正しましたが、その立て

看板の下に、今、市長が読み上げた長井市平和

都市宣言がしっかりと書き込まれているという

ふうな写真もちゃんと添えて今いただきまして、

私の全く不徳のいたすところでございますので、

深くおわびを申し上げます。そして発言を訂正

させていただきます。 

○町田義昭議長 大滝昌利教育長。 

○大滝昌利教育長 藤原議員のご質問、大きく２

点かと思いますが、お答えをいたしたいと思い

ます。 

 まず１つは、国庫補助負担の削減についてと

いうことでございますけども、要保護、準要保

護ともに平成17年度までは２分の１の補助制度

になっていましたが、平成18年度、三位一体改

革の一環で、準要保護については交付税単位費

用の中に策定され、交付税措置になりました。

長井市としては、準要保護認定は国の生活保護

基準の1.2倍で判断しており、補助金とか交付

税に関係なく該当者については認定をしている

ところでございます。 

 ２番目の、義務教育費の無償と教育の機会均

等についてですが、理想的には義務教育である

ので無償が望ましいし、教育基本法でも授業料

は徴収しないと定めています。ですが、それぞ

れの学校では学校長集金ということで修学旅行

の代金とかアルバム代、給食費、または学力向

上に向けた問題集代とかで集金しているのが現

状のようです。ただ、各学校とも集金額の減額

に向けては努力をしている状況であるし、教育

委員会としても必要最小限の集金を指導してい

るところです。でもやっぱり現実的には完全な

無償には無理があるのでないかなというふうに

考えています。 

 教育の機会均等についてですが、憲法第26条

に、すべての国民は法律の定めるところにより

その能力に応じてひとしく教育を受ける権利を

有するというのがあります。特別に支援を要す

る児童生徒への支援とか生活に困っている家庭

の児童生徒への支援は当然であると思いますし、

経済格差が教育の格差にならないような施策は
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行政として配慮していかなければならないとい

うふうに考えているところです。以上です。 

○町田義昭議長 平 進介管理課長。 

○平 進介管理課長 藤原民夫議員のご質問にお

答えします。 

 最初に適用基準についてですが、長井市にお

ける準要保護者の認定基準につきましては、生

活保護基準の1.2倍の収入を基準といたしまし

て、民生児童委員の方のご意見、そして学校の

意見等も考慮しながら認定いたしているところ

でございます。 

 次に、就学援助受給者数の推移、そして年度

別児童生徒総数に占める就学援助受給児童生徒

者数の割合、援助率について、平成16年から20

年度までの５年間というふうなことでございま

す。あわせてお答えしていきたいというふうに

思います。 

 平成16年度が要保護、準要保護児童生徒合計

が104人です。3.7％になります。平成17年度が

93人、3.4％。平成18年度が100人、3.7％。平

成19年度が100人、3.8％。平成20年度が112人、

4.3％と昨年度が若干多くなっているというこ

とであります。 

 それから、就学援助認定基準額の推移という

ご質問でございますが、これ先ほど申し上げま

したように、その認定基準額につきましては生

活保護基準の1.2倍というふうなことで算出基

準を設けておりますので、その世帯数の人数、

年齢等によって個々に異なってくるというふう

なことでございますので、認定基準額の推移と

いうようなところにつきましては、個々の状況

で対応してるというようなことで、特にここに

定めるものはないというふうに考えております。 

 それから４番目の、準要保護費の一般財源化

による就学援助の対象から外される準要保護の

対象者数というご質問でございますが、これも

ただいま教育長から答弁ありましたように、そ

の準要保護分については交付税の算定の単位費

用の中に盛り込まれたということで、市町村に

は交付税で措置されることになったわけでござ

いますが、このことによって就学援助の対象か

ら外れるということはございません。今までど

おりの取り扱いということで認定をしていると

ころでございます。以上でございます。 

○町田義昭議長 12番、藤原民夫議員。 

○１２番 藤原民夫議員 就学援助費の問題につ

いて、今お聞きをいたしたわけでございますが、

結局これ就学援助制度の変更といいますか改正

によって、今までの受けていた要保護世帯が負

担が大きくなったというふうな、負担増の問題

についてはどういうふうなことになるわけです

か。 

○町田義昭議長 平 進介管理課長。 

○平 進介管理課長 お答えいたします。 

 認定基準につきましては、ただいま申し上げ

ましたとおり、生活保護基準の1.2倍を基準と

してるということで、従前からその方針でやっ

ておりますので、特に国の基準と申しますか、

交付税措置とかというふうなことで制度改正に

途中なったわけですが、認定につきましては変

わりございませんので、保護者の方の負担増に

はつながっていないというふうに考えておりま

す。 

○町田義昭議長 12番、藤原民夫議員。 

○１２番 藤原民夫議員 支給対象あるいは支給

額の引き下げ、こういったことに、結局、国庫

補助負担から一般財源化することによって、そ

ういった対象者が狭まる。そしてまた、支給額

の引き下げにつながる、こういった具体例はな

いわけですか。 

○町田義昭議長 平 進介管理課長。 

○平 進介管理課長 お答えいたします。 

 就学援助の支給項目と基準額がございます。

例えばその支給する中身につきましては、学用

品、通学用品、新入学用品、修学旅行費、体育

実技用具等、学校給食費、そして医療費などあ
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りますけれども、これらの基準額、いわゆる限

度額につきましても、この直近の５年間は変わ

っていないというふうなことでございます。 

○町田義昭議長 12番、藤原民夫議員。 

○１２番 藤原民夫議員 大変な状況の中で準要

保護の世帯を教育委員会の方では扱っておると

いうふうなことでありますが、特に今の雇用情

勢の中で、非常に安定所などに行ってみますと

若い方々が、お子さんをお持ちの若い方々もた

くさんおられるし、そういった子供さんは一体

どうなっているんだろうと心配していろいろ調

査してきょうは質問したわけですけれども、変

わっていないというふうなことなんですか。 

○町田義昭議長 平 進介管理課長。 

○平 進介管理課長 お答えいたします。 

 認定につきましては、基本的に前年度の収入

というふうなところを今までこうしておりまし

たが、昨年の秋以降、中途離職者の方などもふ

えたというふうなこともございまして、この部

分につきましては就学援助に関する会合などで

も課題になりまして、その中途離職、そうした

大変厳しい状況にあるというふうな部分につき

ましては、ここ３カ月くらいの生活状況を見て

判断させていただくというふうなところの取り

扱いも行っているところでございます。 

○町田義昭議長 12番、藤原民夫議員。 

○１２番 藤原民夫議員 判断ということは、具

体的にはどのような施策を持っておられますか。 

○町田義昭議長 平 進介管理課長。 

○平 進介管理課長 基本的には生活保護基準の

1.2倍というふうな年収で判断するわけでござ

いますが、それに対応できない前年度の収入に

ついて考慮することができないというふうな部

分については、個々に判断をさせていただいて

いるというふうなことでございます。 

○町田義昭議長 12番、藤原民夫議員。 

○１２番 藤原民夫議員 平管理課長にお聞きし

ますが、就学援助認定については、基準額につ

いては、これは市の、もちろん国のあれなわけ

ですから縛りはあるわけですが、市の独自の裁

定といいますか、施策というものはこれに反映

できるものか、あるいはできないものか、その

点はどうですか。 

○町田義昭議長 平 進介管理課長。 

○平 進介管理課長 長井市では、生活保護基準

の1.2倍というふうなところを基準にしている

わけですが、県内全部がそうだというふうなと

ころではないようでございます。中には1.15倍

だったり1.3倍だったりというふうなところで

差があるようでございますので、その部分につ

いては各市町村の独自の施策の部分に入るとこ

ろもあるかというふうに考えております。 

○町田義昭議長 12番、藤原民夫議員。 

○１２番 藤原民夫議員 最初の質問の問題でも

う少し時間をとる計画でおりましたが、大きな

事実誤認がありまして、ほとんど半分、時間を、

もうけたのは当局ですね、時間……。そういう

ようなことで大変申しわけない質問となってし

まいまして、議員の皆さんにも謝らなければい

けないというふうに思っています。 

 以上で私の質問を終わります。 

○町田義昭議長 以上で一般質問は全部終了いた

しました。 
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○町田義昭議長 本日は、これをもって散会いた

します。 

 ご協力ありがとうございました。 

 

 

    午後 １時２０分 散会 

 

 


